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資料２



⾃⼰紹介

2
Duke University: Duke Reportersʼ Labより

• 2002年〜03年、産経新聞記者

• 2008年、弁護⼠登録

• 2012年、⼀般社団法⼈⽇本報道検証機構
（誤報検証サイトGoHoo）創設

• 2017年6⽉、FactCheck Initiative 
Japan（FIJ）⽴ち上げ、NPO法⼈理事
兼 事務局⻑

• 2018年4⽉、『ファクトチェックとは何
か』出版（岩波ブックレット、尾崎⾏雄
記念財団ブックオブイヤー受賞）

• 2019年4⽉、インターネットメディア協
会（JIMA）設⽴、監事に就任



主な発表内容
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①ファクトチェックとは何か？
〜世界の状況を中⼼に〜

②⽇本の状況とＦＩＪの取組み

③偽情報問題の対策と課題



①ファクトチェックとは何か？
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ファクトチェック＝「真偽検証」
to check that all the facts in a piece of writing, a news article, a 
speech, etc. are correct (Cambridge Dictionary Web版より)

①事実⾔明 [factual statement] の
②真実性・正確性を調査し、
③検証結果を発表する活動

（注）「事実確認」という表現は、⼀般的に、何らかの調査過程で事実かどうか
を確認する作業を指し（検証発表が⽬的ではない）、欧⽶のジャーナリズムで拡
がる「ファクトチェック」とは必ずしも同じ概念ではない



⼀般⼈の
投稿

ファクトチェックの対象は？
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政治家の発⾔
当局発表 メディアの

ニュース記事
広告

企業発表

有識者
著名⼈の

⾔説

広く社会に影響を与える、真偽不明の「事実⾔明」
（ネット上の情報とは限らない）

Q. 検証対象の選択基準は？
A. 統⼀的な基準はないが、ファクトチェックを⾏う各

メディアの⽅針に基づき、検証の必要性の⾼く、検
証可能なものを選択している。



ファクトチェックとベリフィケーション
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Fact-checking
* Ex post, on claims by
public figures
* Relies on information
from experts, academia,
government agencies
* Results in an 
adjudicated
conclusion on claim's 
veracity

Debunking
(fake news

and viral hoaxes)

Verification
* Ex ante, mostly on UGC
* Seeks primary evidence
from eyewitnesses or 
through geolocation,
reverse image search etc.
* Results in a story being
published – or stopped 

Credit: Alexios Mantzarlis, 
International Fact Checking Network



ファクトチェックの事例
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真偽不明記事
「ローマ教皇がトランプ候補を支持」

ファクトチェック記事

真偽は？

（Snopes.com 2016/7/10より）
（WTOE5 NEWS より）



ファクトチェックの事例
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①対象⾔説の特定
（Claim）

②正確性の判定
（Rating）

https://www.snopes.com/fact-check/pope-francis-donald-trump-endorsement/



ファクトチェックの事例

9

③判定の根拠
（取材・調査で確認
された事実や証拠）

https://www.snopes.com/fact-check/pope-francis-donald-trump-endorsement/



代表的なファクトチェック団体
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1994年〜（⽶国）

都市伝説・うわさなど
幅広い分野を網羅的に検証

⼀時、Facebookの
ファクトチェックにも協⼒



代表的なファクトチェック団体
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2007年
⽶国・フロリダ州地⽅紙が設⽴

ピューリツァー賞受賞

主に政治家や有識者の⾔説をチェック。近年はネット情報
も検証。2018年〜ポインター研究所が運営



ファクトチェックのレーティング
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当該⾔説の正確性判定
統⼀基準はないが、各メディアが基準を策定・公表している



ファクトチェックのレーティング
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Facebook投稿に対するレーティング結果

（2019/5/23現在、politifact.comより）

https://www.politifact.com/personalities/facebook-posts/



検証対象は「偽情報」だけではない
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社会に影響を与える
真偽不明の情報・⾔説(事実⾔明)



世界に広がるファクトチェック
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（⽶国デューク⼤学 Duke Reportersʼ Labより）

48媒体（2014年）→160媒体（2019年）

https://reporterslab.org/fact-checking/



メディア横断的なプロジェクト
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CrossCheck（2017年仏⼤統領選）：19社参加



アジアにも広まるファクトチェック
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韓国・ソウル⼤学(SNU)ファクトチェックセンター
27の新聞・テレビ・ネットメディアが加盟

・当初の主なチェック
対象は政治家の⾔説

・最近はネット情報の
チェックも増えている

・最⼤⼿プラット
フォーム事業者
「NAVAR」が⽀援
（毎年10億ウォン）



国際ファクトチェックネットワーク (IFCN)
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世界各国 68媒体が加盟、国際会議を主宰



世界標準のファクトチェック原則

① ⾮党派性・公正性

② 情報源の透明性

③ 財源・組織の透明性

④ ⽅法論の透明性

⑤ 明確で誠実な訂正
19

Fact-checkersʼ Code of Principles 
(2016)

Nonpartisanship and 
Fairness

Transparency of Sources

Transparency of Funding 
and Organization

Transparency of 
Methodology

Open and Honest 
Corrections



②⽇本の状況とＦＩＪの取組み
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Duke University: Duke Reportersʼ Labより

メディアの誤報を検証する「GoHoo」(2012年〜)



ファクトチェック推進団体の設⽴
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セミナー等で情報共有市⺠とメディアの協働

⾃然⾔語処理技術を応⽤して、⾃動的に疑義⾔説を
捕捉収集するシステムを開発し、メディアに提供

AIテクノロジーによるファクトチェック⽀援

ファクトチェック・イニシアティブ
（2017年6⽉発⾜・翌年NPO法⼈化）



⽇本初ファクトチェックプロジェクト
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2017年総選挙 ４メディアが参加



FIJ ファクトチェック⽀援システム構想
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③偽情報問題の対策と課題
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 ネット上の情報に限られるのか？
マスコミの報道も該当するのか？

 虚偽情報の認識がある場合に限られるのか？
騙す意図も必要か？
何らかの動機（政治的・経済的、愉快犯的）さえあ
れば該当するのか？

 明確に「虚偽」と証明されたものに限られるのか？
部分的に不正確、根拠不明、ミスリードのような
ケースも該当するのか？

(1)「フェイクニュース」概念は多義的で曖昧

議論の対象を明確にしないと混乱のもと！



「フェイクニュース」論議の問題
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欧⽶の専⾨家の間では・・・
定義があいまいな fake news ではなく、

misinformation（誤情報）または
disinformation（偽情報）という⽤語で

議論する⽅が望ましい

との意⾒も少なくない
英議会の報告書 Disinformation and ‘fake news’: 
Final Report (2019.2.18) でも、同様の⾒解が⽰される



「フェイクニュース」論議の問題
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(2) 「偽情報」の判定は難しい
 あらゆる情報（発信）は意図や編集があり、不完全

性・不正確性から免れず、「完全無⽋な情報」はない。

 情報の内容は⼀義的に認定できるとは限らず、⽂脈の
理解、受け⼿の読解⼒や知識やによって、内容の解釈
が分かれるケースも多い。

 「誤り」「不正確」であるかどうかは⼀種の評価・判
断を伴う。機械的に判定できるものではなく、ファク
トチェッカーでも判定が分かれることがある。

 発信者の意図・認識・動機を客観的に認定するのは困
難。主観⾯への詮索・調査は思想・信条、表現の⾃由
に抵触する危険性あり。



「フェイクニュース」論議の問題
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(3) 現⾏法上、偽情報規制は存在している
 名誉毀損・信⽤毀損（刑230）

 選挙に関する虚偽事項公表（公職選挙法235）

 偽計業務妨害（刑233）

 優良誤認、有利誤認（景品表⽰法）

 ⾵説の流布（⾦融商品取引法）

具体的な「害悪」論と切り離された偽情報規制論は
規制主体の恣意的運⽤のリスクが⾼まり、
表現の⾃由を過度に制約する危険性あり



「フェイクニュース」論議の問題
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マレーシアで「フェイクニュース」作成者を処罰
する法律が施⾏

（産経ニュース2018年5⽉1⽇）



表現・⾔論空間の内部的⾃律性
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表現・⾔論の内部的・⾃律的な取組みを通じた
誤情報の⾃然淘汰・脱⼒化を⽬指すべき

多種多様な担い⼿による
ファクトチェック実践の活性化・普及



ファクトチェックをめぐる疑問
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A. 排除・撲滅するための活動ではない
（そんな権限もない）。

フェクトチェックは誤情報対策の⼀つ
にすぎず、万能薬ではない。

活動規模・リソースや社会的認知度も
まだ限定的であり、効果を語れる段階に
もない。

Q. ファクトチェックでフェイクニュースを排除・
撲滅できるの？効果は限定的では？



ファクトチェックをめぐる疑問
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A．ファクトチェック団体は公正性・透明
性・公開性を重視しているが、完全・無謬
ではあり得ず、ファクトチェック記事も検
証対象となり得る。

検証に耐えられる根拠情報（エビデン
ス）と事実（ファクト）を共有し、読者の
真偽判断の⼀助となることが⽬的。

Q. ファクトチェックも所詮⼈間がやることだか
ら恣意的になる。信頼できないのでは？



ファクトチェックが直⾯する課題
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 ファクトチェックの担い⼿の不⾜
（持続可能な実践のための事業モデルが必要）

 社会的認知度・理解度の不⾜

海外の対応・潮流
 財団の⼤規模⽀援
 プラットフォーム事業者との連携
 メディア横断的な協働
 市⺠社会のリテラシー教育への活⽤



⾏政による偽情報問題の対策？
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⽇本国内の実態調査・研究を

ファクトチェック活性化の環境整備を

記録・情報公開制度の充実化を


